
Part 2　外部とのつながり
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　地球研における研究活動は、所内の研究者やスタッフだけでなく、国内外の多くの研究者の協力を得て実施してい
ます。専門分野や年齢、所属の異なる研究者が参加し、共同研究を行なっているのが地球研の大きな特色のひとつです。
　地球研は、「知のコモンズ」であるべきだと考えています。そのためには、密接な連携とコミュニケーションが欠
かせません。意見や考え方の異なる多様な研究者が、寄り集い、議論を重ね、切磋琢磨しながら総合地球環境学の構
築に取り組む「開かれた」研究所をめざしています。

国内の連携研究機関など

　地球研では、全国14の研究機関や行政機関などと学術交流などに関するさまざまな協定を締結することにより、組織
横断的な学術研究の推進や相互の研究および教育の充実・発展に取り組んでいます。

学術交流などに関する協定を締結している研究機関 学術交流などに関する協定を締結している行政機関など

1 名古屋大学大学院環境学研究科

2 同志社大学

3 長崎大学

4 京都産業大学

5 鳥取環境大学

6 宮城大学

7 京都大学

8 千葉大学環境リモートセンシング研究センター

9 九州大学持続可能な社会のための決断科学センター

1 愛媛県西条市

2 京都市青少年科学センター

3 日本穀物検定協会東京分析センター

4 農林水産消費安全技術センター

5 福井県大野市

総数
842名

自然系
467名
55%社会系

250名
30%

人文系
125名
15%

国立大学
317名
37.6%

私立大学
119名
14.1%

民間機関
47名
5.6%

 外国機関
 226名
26.8%

大学共同利用機関
6名 0.7%

公立大学
35名 4.2%

公的機関
80名
9.5%

その他
12名 1.4%

総数
842名

研究分野構成比率（所員除く） 所属機関構成比率（所員除く）

2016年3月31日現在

共同研究
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ロシア連邦
ロシア極東国立総合大学

トルコ共和国
　アドゥヤマン大学
　チュクロヴァ大学
　ハラン大学

オーストリア共和国
＊国際応用システム分析研究所

エジプト・アラブ共和国
国立水研究センター

英国
　セインズベリー日本藝術研究所

スウェーデン王国
スヴェン・ヘディン財団

フランス共和国
フランス人文科学館

インド共和国
マハラジャ・サヤジラオ大学
JRNラジャスターン・ヴィディアピート研究所

バングラデシュ人民共和国
国際下痢症研究所

タイ王国
農業協同組合省イネ局
東南アジア漁業開発センター
カセサート大学水産学部

ラオス人民民主共和国
保健省・国立公衆衛生研究所

フィリピン共和国
＊聖トマス大学
＊フィリピン大学ディリマン校
フィリピン大学ビサヤス校
ラグナ湖開発局

インドネシア共和国
インドネシア大学
ハサヌディン大学
国際林業研究センター

中華人民共和国
雲南健康と発展研究会
華東師範大学
北京大学

アメリカ合衆国
ヴァージン諸島大学
モート海洋研究所
カリフォルニア大学バークリー校

ザンビア共和国
農業畜産省ザンビア農業研究所

ナミビア共和国
農業・水・林業省

マラウィ共和国
＊マラウィ大学

ニジェール共和国
　国際半乾燥熱帯作物研究所
　    中西部アフリカ支所
ニジェール革新的教育組織

スーダン共和国
　スーダン科学技術大学

海外の連携研究機関

　地球研では、海外の研究機関・研究所などとの間で積極的に覚書および研究協力協定を締結し、共同研究の推進、研
究資料の共有化、人的交流などを進めています。また、海外の研究者との連携をさらに密にするため、招へい外国人研究
員として各国から多数の著名な研究者を招いています。2015年度は、オーストリア、フィリピン、マラウィなどの海外の研
究機関と4つの覚書または研究協力協定を締結・更新しました。

覚書および研究協力協定の締結（2016年3月31日現在） ＊は2015年度に覚書を新たに締結した研究機関

京都市青少年科学センターが実施する「未来のサイエンティスト養成事業　
秋冬講座」に協力し、授業を実施（2015年 11月）

千葉大学環境リモートセンシング研究センターとの学術交流協定を契機に
開催された連携構築ワークショップ（2015年 3月）

福井県大野市と学術交流に関する包括協定を締結（2016年 2月）
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　地球研は、国立大学法人法に基づき、2004年4月1日に設立された大学共同利用機関法人 人間文化研究機構（地
球研のほか、国立歴史民俗博物館、国文学研究資料館、国立国語研究所、国際日本文化研究センター、国立民族学博
物館、以下、機構）の一員となりました。
　地球研として独自の研究を推進する一方、機構の進める基幹研究プロジェクト（機関拠点型、広領域連携型、ネッ
トワーク型）、研究資源高度連携事業や、公開講演会・シンポジウムなど、機構が主導する諸事業や共同利用活動に
積極的にかかわっています。人文社会系の研究機関が多い機構のなかで、地球研は自然系アプローチを含む統合的な
地球環境学の研究を人間文化の問題として位置づけ、重層的かつ多面的な共同研究・共同利用を行なう機関としてそ
の役割を果たしていきます。

人間文化研究機構のなかの地球研

大学共同利用機関法人 人間文化研究機構

　大学共同利用機関法人 人間文化研究機構(略称：人文機構)は、4つ
の大学共同利用機関法人のうちの１つであり、人間文化研究にかかわ
る6つの大学共同利用機関で構成されています。それぞれの機関は、人
間文化研究の各分野におけるわが国の中核的研究拠点、国際的研究
拠点として基盤的研究を深める一方、学問的伝統の枠を超えて相補的
に結びつき、国内外の研究機関とも連携して、現代社会における諸課
題の解明と解決に挑戦しています。真に豊かな人間生活の実現に向け、
人間文化の研究を推進し、新たな価値の創造をめざします。

研究推進・情報発信事業
　本年度より人文機構は、総合人間文化研究推進センターと総合情報
発信センターを設置します。2つのセンターでは、6つの機関が全国的
な研究交流の拠点として研究者コミュニティに開かれた運営を確保する
とともに、多面的な共同研究、積極的な国内外への発信および次代を
担う若手研究者の育成を強化、推進します。

総合人間文化研究推進センターが推進する
基幹研究プロジェクト

機
関
拠
点
型

総合資料学の創成と日本歴史文化に関する研究資源の共同利用基盤構築

日本語の歴史的典籍の国際共同研究ネットワーク構築計画

多様な言語資源に基づく総合的日本語研究の開拓

大衆文化の通時的・国際的研究による新しい日本像の創出

アジアの多様な自然・文化複合に基づく未来可能社会の創発

人類の文化資源に関するフォーラム型情報ミュージアムの構築
広
領
域
連
携
型

日本列島における地域社会変貌・災害からの地域文化の再構築

アジアにおける「エコヘルス」研究の新展開

異分野融合による「総合書物学」の構築

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
型

地域研究推進事業：北東アジア、現代中東、南アジア、現代中国

日本関連在外資料調査研究・活用事業：
ハーグ国立文書館所蔵平戸オランダ商館文書調査研究・活用
ヨーロッパにおける 19世紀日本関連在外資料調査研究・活用
バチカン図書館所蔵マリオ ･マレガ収集文書調査研究・保存・活用
北米における日本関連在外資料調査研究・活用

総合情報発信センターの情報・発信事業

研究資源高度連携事業
nihu INT　http://int.nihu.jp/
機構内外の情報資源を統合検索する、人間文化研究データベース

情報発信事業
リポジトリ・研究者データベース　 
　　  国際的に研究成果を発信するため各機関でリポジトリを公開。また機構所
属の研究者情報を一元的に公開する研究者データベースを運用

国際リンク集　 http://www.nihu.jp/sougou/kyoyuka/japan_links/
　　  日本文化研究情報への総合的アクセスを支援するためのリンク集を構築し
運用

NIHU Magazine　( ウェブマガジン )   
　　機構の最新の研究活動、成果を海外に発信

社会連携事業
人文機構シンポジウム
　　研究活動及び研究成果を広く社会に発信
　　第 26回「苦悩する中東」( 平成 27年 5月 )
　　第 27回「没後 150 年　シーボルトが紹介した日本」( 平成 28年 1月 )
　　平成28年度は、6月に「妖怪」、10月に「食」をテーマとして開催予定
産学連携
観光業などの産業と連携し、研究成果の社会還元を推進

４つの大学共同利用機関法人

人文機構本部と
6つの大学共同利用機関の所在地

総合人間文化研究推進センター
　6つの機関と国内外の大学等研究機関や地域社会との連
携・協力を促進し、人間文化の新たな価値体系の創出に向けて、
現代的諸課題の解明に資する組織的共同研究「基幹研究プロ
ジェクト」を推進しています。

総合情報発信センター
　人間文化にかかわる総合的学術研究資源をデジタル化す
ることで、広く国内外の大学や研究者への活用を促進すると
ともに、社会との双方向的な連携を強化することで、研究成
果の社会還元を推進しています。
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中国環境問題研究拠点
「グローバル化する中国環境問題と東アジア成熟社会シナリオの模索」

　中国環境問題研究拠点は、現代中国研究のレベルアップや学術研究
機関間のネットワークの形成、次世代の研究者養成を目的として機構が
実施するネットワーク型基幹研究プロジェクト地域研究推進事業「現代
中国地域研究」の一環として、全国の大学や研究所に設置された研究
組織のひとつです。地球研のほかに早稲田大学、慶應義塾大学、東京
大学、東洋文庫、京都大学、愛知大学、法政大学、神戸大学に拠点が
設置されています。

国際ワークショップ「中国旱作農業の歴史に学ぶ：黄土高
原を中心に」（2015年 8月）

アジアにおける「エコヘルス」研究の新展開

　本研究は、第 3 期中期目標・中期計画における機構の広領域連携型基幹研究プロジェクトの一環として、総合地球
環境学研究所、国文学研究資料館、国立民族学博物館および国内外の大学・研究機関の研究者が参画し、連携して研
究を行なうものです。
　昨今のエボラ出血熱、ジカウィルス感染症の拡大に見られるとおり、WHO（世界保健機関）などによる世界的な取り
組みにもかかわらず、感染症の脅威は依然として存在しています。経済・社会のグローバル化と人為的な環境改変が進
行するなかで、その脅威はむしろ増大しており、これまでとられてきた、感染症を引き起こす病原体を封じ込めるといった
対症療法だけではなく、人間社会と病原体との共生を
含めた、人類の健康と環境のあり方の長期的な未来像
を考える必要があります。
　アジア社会における人びとの健康をめぐる状況はさま
ざまです。経済発展途上の地域では、「二重負担」、す
なわち伝統的な感染症と現代的な生活病が同時に存在
しています。中国など急速な経済発展が進む地域では、
工業化・産業化に起因する汚染による健康被害が問題 
化される一方で、近代的ライフスタイルに起因する生活
習慣病が顕在化しつつあります。日本などの先進地域
では高齢化が進むなかで、人びとの健康と医療との関
係が問い直されつつあります。こうした状況にある今こ
そ、「健康である」ということ、あるいは「生きること」 の意義といった根源的な問いかけが必要です。
　本研究の目的は、「人の健康」を日常の暮らしや生態環境、生業との関わりのなかで考える「エコヘルス」の概念を、
人文学の視点から再構築することです。具体的には、急速な社会変容、環境変化が進むアジア地域（環太平洋・ 環イン
ド洋）を対象に、その歴史的・文化的背景に注目しながら、人びとの健康と環境との関係について考察しています。
　2015 年度は予備研究として、総合地球環境学研究所、国文学研究資料館、国立民族学博物館の研究者および国内
外の大学・研究機関の研究者とともに、健康概念、アジアの食と健康、国際エコヘルスの研究動向をめぐる国際ワーク
ショップを開催しました。また、世界におけるエコヘルス研究、健康と環境に関する研究動向の調査、2016 年度以降
のフルリサーチの準備として、アジア地域の研究機関との国際研究交流、対象地予備調査を行ない、アジア研究ネットワー
ク形成に取り組みました。

国際ワークショップ「アジアの食と健康」（2016 年 2 月）

中国甘粛省敦煌市
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　本拠点では、「グローバル化する中国環境問題と東アジア成熟社会シ
ナリオの模索」を研究課題としています。中国を中心とした周辺各国を含
む東アジア圏を視野に入れ、今後予想される少子高齢化を考慮し、住民
の生活基盤の向上と資源開発・環境保全との両立のあり方を検討してい
ます。
　地球研では、中国を対象とした研究プロジェクトを数多く実施してきま
したが、現在はすべてが終了しています。このため、本拠点では新たな研
究シーズの発掘、協力関係の構築に努めています。2015 年 8月には、
中国・韓国・日本・台湾・アメリカの各大学機関の研究者を招き、国際ワー
クショップ「中国旱作農業の歴史に学ぶ：黄土高原を中心に」、「アジア
における環境と健康」、“Exploring “Ecohealth” in China and Japan”な
どを開催し、3月には、第４回アムール・オホツークコンソーシアム（ハル
ビン会合）を共催しました。また、2011年度から継続的に中国の大学と
共同で「地球環境学講座」を開講しており、2015 年度は、北京大学に
て学部・大学院生を対象に開催しました。
　さらに、地球研の活動だけでなく、中国環境問題にかかわるさまざまな
話題を取り上げるニュースレター『天地人』を定期的に発行しています。また、地球研の研究成果を中心に、書籍や研究成
果の報告書シリーズを発刊しており、2015 年度6月には北川秀樹・窪田順平編『流域ガバナンスと中国の環境政策』（白
桃書房）を刊行しました。

北京大学にて開催した「地球環境学講座」：総合地球環境学
研究所安成哲三所長から受講生に受講証書を授与（2016
年 3月）

Future Earth アジアセンター
　Future Earthとは、持続可能な地球環境に向けての国
際協働研究イニシアティブです。国際科学会議 (ICSU) な
どの学術コミュニティ、研究助成機関や政策決定者など
が協働し、地球環境を包括的に理解し、地球規模の課題
を解決するための研究を総合的に推進することをめざす枠
組みです。（１）ダイナミックな地球の理解、（２）地球
規模の持続可能な発展、（３）持続可能な地球社会への
転換、の 3 つのテーマのもと、2015 年から10 年計画
でスタートしました。課題解決型の自然科学・人文科学・
社会科学の枠を超えた統合的・学際的な研究をステーク
ホルダー（利害関係者）と協働で立案、実行します。
　地球研ではこれまで、総合地球環境学の構築を進め
るために、統合的・学際的な研究を推進し、ステーク
ホルダーとの協働を含む課題解決志向の地球環境研
究を行なってきました。地球研が進めてきたこのミッショ
ンは、Future Earth がめざすものと同じ方向性をもち、
地球研が Future Earth の一端をリードすることが期
待されています。特にアジア地域においては、Future 
Earth の公式な事務局であるアジアセンター（Regional 
C e n t e r  f o r  F u t u r e  E a r t h  i n  A s i a：www .
futureearth.org/asiacentre）として、地域の優先課
題やニーズが Future Earth のグローバルなアジェンダ
に反映されるよう、地域と Future Earth 本部事務局
の潤滑なコミュニケーションをサポートします。また、Future Earth のアジア地域における中核として、研究者を含
むステークホルダー間のネットワークを構築し、課題解決志向の地球環境研究に必要な手法・データ・能力などを提供す
るプラットフォームの形成を進めています。さらに、持続可能な社会に向けての地球環境研究をアジアにおいて進めてい
くため、有識者からなるアジア地域委員会を形成し、アジアの視点から研究課題の co-design、 研究の co-
production、 研究成果の co-delivery を行なう準備を整えています。

『天地人』と『流域ガバナンスと中国の環境政策』

第 4回 Future Earth in Asiaワークショップ（2015年 11月）

Future Earthアジアセンター
ウェブサイト
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